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２
０
２
０
年
10
月
に
、
菅
政

権
が
２
０
５
０
年
ま
で
の
脱
炭

素
社
会
の
実
現
を
目
指
す
と
い

う
、い
わ
ゆ
る
「
２
０
５
０ 

年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」
を

宣
言
し
、
我
が
国
の
脱
炭
素
施

策
が
大
き
く
動
き
出
し
て
い

る
。

「
２
０
３
０
年
度
に
温
室
効
果

ガ
ス
を
２
０
１
３
年
度
か
ら

46
％
削
減
す
る
こ
と
を
目
指

す
」
と
い
う
方
針
が
打
ち
出
さ

れ
て
お
り
、
わ
が
国
に
お
け
る

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
約
３

割
を
占
め
る
民
生
部
門（
業
務
・

家
庭
部
門
）
の
省
エ
ネ
対
策
が

強
く
求
め
ら
れ
る
な
か
で
、
国

土
交
通
省
、
経
済
産
業
省
、
環

境
省
の
３
省
が
合
同
で
「
脱
炭

素
社
会
に
向
け
た
住
宅
・
建
築

物
の
省
エ
ネ
対
策
等
の
あ
り
方

検
討
会
」（
以
下
、あ
り
方
検
討

会
）
を
設
置
し
、
脱
炭
素
社
会

の
実
現
に
向
け
た
住
宅
・
建
築

物
に
お
け
る
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト

両
面
の
取
り
組
み
と
施
策
の
立

案
に
向
け
て
議
論
を
進
め
て
き

た
。今

回
示
さ
れ
た
の
は
、
こ
の

あ
り
方
検
討
会
の
と
り
ま
と
め

で
、今
後
、こ
の
方
向
性
に
沿
っ

て
、
具
体
的
な
施
策
が
行
わ
れ

て
い
く
。

い
よ
い
よ
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
が
適
合
義
務
化
さ
れ
る
。「
脱
炭
素
社
会
に
向
け
た
住
宅・
建
築
物
の
省
エ
ネ

対
策
等
の
あ
り
方
検
討
会
」が
、住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
の
適
合
義
務
化
の
実
施
時
期
を
２
０
２
５
年
度
と
す

る
、と
り
ま
と
め
を
示
し
た
。と
り
ま
と
め
で
は
、合
わ
せ
て
２
０
３
０
年
度
以
降
の
新
築
住
宅
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ
基

準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す
と
し
て
お
り
、段
階
的
に
省
エ
ネ
性
能
の
レ
ベ
ル
を
引
き
上
げ
る
方
針
。

今
後
、２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
て
、住
宅
の
省
エ
ネ
対
策
が
大
き
く
動
き
そ
う
だ
。

25
年
度
ま
で
に
適
合
義
務
化
、 

30
年
度
ま
で
に
Ｚ
Ｅ
Ｈ
レ
ベ
ル
に
引
き
上
げ

適
合
義
務
化
へ
、 

手
続
き
負
担
の
軽
減
も
言
及

と
り
ま
と
め
で
は
、
住
宅
の

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
義
務
化

の
実
施
時
期
を
２
０
２
５
年
度

と
し
た
。
適
合
を
義
務
付
け
る

基
準
の
水
準
は
、
現
状
で
少
な

く
と
も
確
保
さ
れ
る
べ
き
省
エ

ネ
性
能
と
し
て
、
現
行
の
省
エ

ネ
基
準
を
基
本
と
す
る
。

一
方
、
誘
導
基
準
や
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
基
準
の
引
き
上
げ

と
そ
の
実
現
に
対
す
る
誘
導
と

い
っ
た
「
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
」
の

取
り
組
み
、
誘
導
基
準
を
上
回

る
高
い
省
エ
ネ
性
能
を
実
現
す

る
取
り
組
み
の
促
進
を
図
る

「
ト
ッ
プ
ア
ッ
プ
」の
取
り
組
み

を
通
じ
て
、
段
階
的
に
省
エ
ネ

基
準
の
レ
ベ
ル
も
引
き
上
げ
て

い
く
方
針
と
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
省
エ
ネ
基
準
の

適
合
義
務
化
に
向
け
て
早
急
に

行
う
取
り
組
み
と
し
て
、
中
小

事
業
者
の
断
熱
施
工
に
関
す

る
技
術
力
向
上
の
支
援
、
供
給

側
・
審
査
側
双
方
の
手
続
き
負

担
を
軽
減
す
る
基
準
の
簡
素
合

理
化
、
住
宅
・
建
築
物
の
設
計

や
建
設
を
行
う
事
業
者
の
説
明

ス
キ
ル
の
向
上
に
向
け
た
取
り

組
み
の
推
進
な
ど
も
あ
げ
た
。

T O P I C S

21年度の住宅着工、 
4％増の84万戸と試算
（一財）建設経済研究所
2021年度の新設住宅着工は、前年度比4.1%増の
84.5万戸と7月末に発表した建設投資見通しで予
測。持家は住宅取得支援策の駆け込み需要の発生
などを考慮し、同5.3%増の27.7万戸に。ただし、雇
用情勢の悪化などには注意が必要としている。

「住宅の浸水対策の設計の手引き」を発刊
（一社）住宅生産団体連合会
浸水被害リスクのある地域で住宅を設計するうえ
で、浸水被害に対する対策や考え方等を整理した
「住宅における浸水対策の設計の手引き」をまとめ
た。住宅における浸水対策の設計、浸水対策方法の
紹介、設計例などをまとめている。

長
期
優
良
を 

Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準
に
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

「
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
」
の
取
り
組

み
と
し
て
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
レ
ベ
ル
の

住
宅
の
拡
大
も
図
る
。
長
期
優

良
住
宅
、
低
炭
素
建
築
物
の
認

定
基
準
も
Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準
に
引
き

上
げ
、
整
合
さ
せ
る
。
あ
わ
せ

て
住
宅
性
能
表
示
制
度
に
お
け

る
断
熱
等
性
能
等
級
と
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
性
能
で
、

Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準
の
省
エ
ネ
性
能
に

相
当
す
る
上
位
等
級
（
断
熱
等

性
能
等
級
５
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
等
級
６
）も
設
定
す
る
。

こ
う
し
た
誘
導
基
準
は

２
０
２
２
年
度
に
引
き
上
げ

た
い
考
え
。
そ
し
て
遅
く
と
も

２
０
３
０
年
度
ま
で
に
、
誘
導

基
準
へ
の
適
合
率
が
８
割
を
超

え
た
時
点
で
、
省
エ
ネ
基
準
を

Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準
に
引
き
上
げ
、
適

合
を
義
務
付
け
た
い
考
え
だ
。

住
宅
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度

の
拡
充
も
図
る
。
２
０
２
３
年

度
に
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
も
同
制

度
の
対
象
に
追
加
す
る
（
実
施

目
標
は
２
０
２
５
年
度
）。

さ
ら
に
、
２
０
２
５
年
度

に
、
注
文
住
宅
、
建
売
戸
建
住

宅
、賃
貸
ア
パ
ー
ト
に
つ
い
て
、

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
で
求
め

る
省
エ
ネ
性
能
の
見
直
し
を
行

う
（
実
施
目
標
は
２
０
２
７
年

度
）。
注
文
住
宅
で
は
、Ｂ
Ｅ
Ｉ

＝
０
・
７
５
及
び
強
化
外
皮
基

準
、
そ
れ
以
外
の
住
宅
で
は
Ｂ

Ｅ
Ｉ
＝
０
・
８
程
度
及
び
強
化

あり方
検討会

住宅に係る省エネ対策強化の進め方

外
皮
基
準
へ
の
適
合
を
求
め
る

考
え
だ
。

「
ト
ッ
プ
ア
ッ
プ
」
の
取
り
組

み
と
し
て
は
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
除
い
た
一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
が
省
エ
ネ
基
準
比

で
25
％
以
上
削
減
さ
れ
る
こ
と

を
目
標
と
す
る
な
ど
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ

＋
や
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
住
宅
な
ど
の
普

及
拡
大
に
も
取
り
組
む
。

Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
住
宅
に
つ
い
て

は
、戸
建
住
宅
に
限
ら
ず
、低
層

共
同
住
宅
に
も
展
開
を
図
る
。

太
陽
光
発
電
設
備
や 

省
エ
ネ
改
修
に
も
言
及

一
方
、
太
陽
光
発
電
の
設
置

に
つ
い
て
も
言
及
し
て
い
る
。

２
０
５
０
年
に
は
、
設
置
が

合
理
的
な
住
宅
や
建
築
物
に
は

太
陽
光
発
電
設
備
が
設
置
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
一
般
的
に
な
る

こ
と
を
目
指
す
と
し
て
お
り
、

住
宅
に
つ
い
て
は
、
太
陽
光
発

電
設
備
の
設
置
を
促
進
す
る
た

め
に
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
や
Ｌ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
住

宅
等
の
普
及
拡
大
に
向
け
た
補

助
制
度
や
融
資
、
税
制
面
に
お

け
る
支
援
措
置
を
継
続
・
充
実

2022年度

・補助制度における省エネ基準適合要件化
・ZEH等や省エネ改修に対する支援の継続・充実
・�住宅性能表示制度における多段階の上位等級の運用・建築物省エ
ネ法に基づく誘導基準の引き上げ
BEI＝0.8（再エネを除く）及び強化外皮基準
・エコまち法に基づく低炭素建築物の認定基準の見直し
省エネ性能の引き上げ、再エネ導入の必須要件化によりZEH対応
・中小事業者の断熱施工の実地訓練を含めた技術力向上の取組
・脱炭素先行地域の取組に対する支援
・太陽光発電設備等再生可能エネルギーに関する情報提供の取組
・�太陽光発電設備を設置するための新築時からの備えに関するとりま
とめ・周知

2023年度
・フラット35における省エネ基準適合要件化
・分譲マンションに係る住宅トップランナー基準の設定（目標2025年度）
BEI＝0.9程度及び省エネ基準の外皮基準

2024年度 ・�新築住宅の販売・賃貸時における省エネ性能表示の施行・�既存住宅の省エネ性能表示の試行

2025年度

・住宅の省エネ基準への適合義務化
・住宅トップランナー基準の見直し（目標2027年度）
BEI=0.8程度及び強化外皮基準（注文住宅トップランナー以外）　
BEI=0.75及び強化外皮基準（注文住宅トップランナー）

遅くとも
2030年度

・誘導基準への適合率が8割を超えた時点で省エネ基準をZEH基準
（BEI＝0.8及び強化外皮基準）に引き上げ・適合義務付け
・合わせて2022年に引き上げた誘導基準等のさらなる引き上げ

以降 ・継続的にフォローアップ、基準等を見直し

省エネ
基準

※�上記は、関係各主体が共通の認識をもって今後の取組を進められるよう省エネ対策強化のおおよそのスケジュールを示すもので
あり、対策強化の具体の実施時期及び内容については取組の進捗や建材・設備機器のコスト低減・一般化の状況等を踏ま
えて、社会資本整備審議会建築分科会において審議の上実施する必要がある。
※�基準の引き上げについては、その施行予定時期（上表記載の時期）の概ね2年前に基準の具体的な水準及び施行時期を
明らかにするように努める�

す
る
。
さ
ら
に
、
低
炭
素
建
築

物
の
認
定
基
準
に
つ
い
て
は
、

省
エ
ネ
性
能
の
引
き
上
げ
と
あ

わ
せ
て
、
太
陽
光
発
電
設
備
な

ど
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導

入
設
備
の
設
置
を
要
件
化
す
る

と
し
て
い
る
。
そ
の
他
、
給
湯

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
低

減
が
期
待
さ
れ
る
太
陽
熱
利
用

設
備
等
の
利
用
拡
大
に
つ
い
て

も
検
討
す
る
。

と
り
ま
と
め
で
は
、
こ
の
ほ

か
、
省
エ
ネ
改
修
の
あ
り
方
・

進
め
方
に
も
言
及
し
て
い
る
。

住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
改

修
に
対
す
る
３
省
連
携
に
よ
る

支
援
措
置
を
継
続
・
充
実
す
る

と
と
も
に
、
そ
の
効
果
を
高
め

る
た
め
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
に

適
用
し
や
す
い
建
材
・
工
法
の

普
及
の
開
発
を
図
る
こ
と
と
し

た
一
方
、耐
震
性
が
な
く
、省
エ

ネ
性
能
も
著
し
く
低
い
ス
ト
ッ

ク
に
つ
い
て
は
、
建
て
替
え
を

誘
導
す
る
こ
と
と
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
消
費
者
が
安
心

し
て
省
エ
ネ
改
修
を
相
談
・
依

頼
で
き
る
仕
組
み
の
充
実
も
あ

げ
た
。



グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト
の
活
用
が
広
が
っ
て

き
て
い
る
。国
土
交
通
省
が
８
月
13
日
に
発
表
し

た
今
年
７
月
末
時
点
の
グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト

の
実
施
状
況
に
よ
る
と
、新
築
の
ポ
イ
ン
ト
申
請

受
付
戸
数
が
４
万
戸
弱
と
な
っ
た
こ
と
が
分
か
っ

た
。グ

リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト
は
、令
和
3
年
10
月

31
日
ま
で
に
契
約
し
た
住
宅
の
新
築（
持
家・賃

貸
）や
リ
フ
ォ
ー
ム
、既
存
住
宅
の
購
入
を
対
象

に
、一
定
の
基
準
の
も
と
、商
品
や
追
加
工
事
と

交
換
で
き
る
ポ
イ
ン
ト
が
付
与
さ
れ
る
制
度
。具

体
的
な
ポ
イ
ン
ト
数
は
例
え
ば
、新
築
の
持
家
で

は
、「
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る
住
宅
」で
戸
当

た
り
30
万
ポ
イ
ン
ト
、長
期
優
良
住
宅
な
ど「
高

い
省
エ
ネ
性
能
等
を
有
す
る
住
宅
」で
戸
当
た
り

40
万
ポ
イ
ン
ト
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

７
月
末
時
点
の
実
施
状
況
を
詳
し
く
み
る
と
、

累
計
の
申
請
受
付
戸
数
は
6
万
６
９
３
４
戸
。内

訳
は
新
築
が
3
万
８
８
８
４
戸
、既
存
が
２
７
２

戸
、リ
フ
ォ
ー
ム
が
2
万
６
１
６
７
戸
、賃
貸
が

１
６
１
１
戸
で
、新
築
が
半
数
以
上
を
占
め
て
い

る
。ポ

イ
ン
ト
の
発
行
状
況
は
累
計
で

99
億
５
３
１・６
万
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

ポ
イ
ン
ト
の
追
加
工
事
への
交
換
状
況
を
み
る

と
、発
行
さ
れ
た
ポ
イ
ン
ト
の
う
ち
、追
加
工
事
へ

交
換
さ
れ
た
ポ
イ
ン
ト
は
23
億
２
９
７
９・９
万

ポ
イ
ン
ト
で
、２
割
強
が
追
加
工
事
と
し
て
交
換

さ
れ
て
い
る
。
追
加
工
事
へ
交
換
さ
れ
た
項
目

を
み
て
い
く
と
、家
事
負
担
軽
減
に
資
す
る
工
事

が
３
６
２
５
件
と
最
も
多
く
、停
電・断
水
対
策

が
２
２
１
１
件
と
続
く
。
停
電・
断
水
対
策
の
工

事
を
細
か
く
み
る
と
、太
陽
光
発
電
の
設
置
が

１
７
８
２
件
と
最
も
多
く
な
っ
て
い
る
。

同
制
度
の
発
行
申
請
に
つ
い
て
は
、こ
れ
ま

で
の
郵
送
、

窓
口
に
加
え

て
、オ
ン
ラ
イ

ン
で
で
き
る

よ
う
に
な
っ

た
。併
せ
て
、

完
了
報
告
や

ポ
イ
ン
ト
の

商
品
交
換
の

申
請
も
オ
ン

ラ
イ
ン
で
行

え
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。

新
た
に

災
害
配
慮
基
準
を
新
設

長
期
優
良
住
宅
法
の
一
部
改

正
で
は
、
新
た
に
「
災
害
配
慮

基
準
」
を
創
設
し
た
。
頻
発
す

る
豪
雨
災
害
な
ど
へ
の
対
応
と

し
て
、
災
害
リ
ス
ク
に
配
慮
し

た
も
の
。

災
害
配
慮
基
準
の
創
設
に
つ

い
て
は
、
３
つ
の
基
本
方
針
の

イ
メ
ー
ジ
と
し
て
①
土
砂
災
害

特
別
警
戒
区
域
な
ど
の
自
然
災

害
の
リ
ス
ク
が
特
に
高
い
区
域

に
つ
い
て
は
、
認
定
を
行
わ
な

い
こ
と
を
基
本
と
す
る
②
災
害

危
険
区
域
の
よ
う
に
自
然
災
害

の
リ
ス
ク
に
応
じ
て
建
築
禁
止

か
ら
建
築
制
限
ま
で
、
建
築
規

制
の
内
容
が
様
々
で
あ
る
区
域

に
つ
い
て
は
、
所
管
行
政
庁
の

判
断
で
、
そ
の
建
築
制
限
の
内

容
を
、
認
定
除
外
も
含
め
て
強

化
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

す
る
③
浸
水
想
定
区
域
の
よ
う

に
、
一
定
の
自
然
災
害
の
リ
ス

ク
は
あ
る
も
の
の
、
建
築
制
限

は
な
く
一
律
に
居
住
を
避
け
る

べ
き
と
ま
で
は
い
え
な
い
区
域

に
つ
い
て
は
、
地
域
の
実
情
を

グリーン住宅ポイントの特設Webサイト
https://greenpt.mlit.go.jp/

災害の危険性に応じたイメージ

省
エ
ネ
対
策
で
上
位
等
級
創
設
へ

認
定
基
準
の
見
直
し
に
向
け
検
討
開
始

国
土
交
通
省
が「
長
期
優
良
住
宅
認
定
基
準
の
見
直
し
に
関
す
る
検
討
会
」を
立
ち
上
げ
、認
定
基
準
の
見
直

し
に
向
け
た
検
討
を
ス
タ
ー
ト
し
た
。長
期
優
良
住
宅
は
今
年
５
月
に
長
期
優
良
住
宅
法
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、

「
災
害
配
慮
基
準
」の
創
設
や
、省
エ
ネ
対
策
の
強
化
な
ど
、認
定
基
準
が
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。今
回

の
検
討
会
は
、こ
う
し
た
認
定
基
準
の
見
直
し
を
検
討
す
る
も
の
で
、こ
の
ほ
ど
、こ
の
一
回
目
の
検
討
会
が

開
か
れ
、検
討
の
方
向
性
が
示
さ
れ
た
。

踏
ま
え
、
所

管
行
政
庁
が

長
期
に
わ
た

り
良
好
な
状

態
で
使
用
す

る
た
め
に
必

要
な
措
置
を

定
め
る
こ
と

が
で
き
る
よ

う
に
す
る
︱

と
示
し
た
。

②
、
③
で

認
定
を
受
け

て
建
築
を
し

よ
う
と
す
る

長
期
優
良
住

宅
に
つ
い
て

は
、
長
期
に

わ
た
り
良
好

な
状
態
で
使

用
す
る
た
め

に
必
要
な
措

置
が
求
め
ら

断熱等性能等級（見直し案）
等級 要求値※1

等級5
（新設） UA値※2≦0.60

等級4 UA値※2≦0.87
等級3 UA値※2≦1.54
等級2 UA値※2≦1.67
等級1 ―

一次エネルギー消費量等級（見直し案）
等級 要求値
等級6
（新設）

BEI※3≦0.8
（省エネ基準▲20%）

等級5 BEI※3≦0.9
（省エネ基準▲10%）

等級4 BEI※3≦1.0
（省エネ基準）

等級1 ―

れ
る
。
国
土
交
通
省
は
技
術
的

助
言
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
、
土
砂

災
害
警
戒
区
域
に
建
築
さ
れ
る

場
合
は
、「
住
宅
の
基
礎
及
び
主

要
構
造
部
は
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
造
又
は
こ
れ
に
類
す
る
構
造

と
す
る
」
こ
と
を
挙
げ
た
。

洪
水
浸
水
想
定
区
域
に
建
築

さ
れ
る
場
合
は
、「
地
盤
面
の
高

さ
を
想
定
浸
水
深
以
上
と
す
る

こ
と
、
共
同
住
宅
の
受
変
電
設

備
を
一
定
の
高
さ
以
上
に
設
け

る
こ
と
」
な
ど
を
例
と
し
て
示

し
た
。

断
熱
等
性
能
等
級
で
は

Ｕ
Ａ
値
０・６

以
下
に
強
化
へ

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
脱
炭
素
社
会

の
実
現
に
向
け
、
省
エ
ネ
対
策

も
強
化
す
る
。

具
体
的
に
は
、
長
期
優
良
住

宅
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
係

る
認
定
基
準
（
新
築
基
準
）
の

Ｚ
Ｅ
Ｈ
Ｏ
ｒ
ｉ
ｅ
ｎ
ｔ
ｅ
ｄ

レ
ベ
ル
へ
要
求
水
準
を
引
き
上

げ
る
と
い
う
方
向
性
を
示
し

た
。
６
地
域
の
場
合
の
断
熱
等

性
能
外
皮
基
準
に
つ
い
て
は

Ｕ
Ａ
値
０
・
６
以
下
に
強
化
。
現

行
で
は
求
め
ら
れ
て
い
な
い
一

次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
性
能
に

つ
い
て
は
Ｂ
Ｅ
Ｉ
０
・
８
以
下

で
検
討
す
る
。

住
宅
性
能
評
価
に
お
け
る
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
係
る
上
位

等
級
の
創
設
も
検
討
。
現
行
の

断
熱
等
性
能
等
級
で
は
新
た
に

等
級
５
を
設
定
す
る
。
Ｕ
Ａ
値

で
は
０
・
６
以
下
を
想
定
す
る
。

１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級

も
見
直
す
。
現
行
で
は
等
級
５

が
最
高
だ
が
、
等
級
６
を
新
設

す
る
。

ま
た
、
現
行
で
は
、
断
熱
等

性
能
等
級
ま
た
は
一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
等
級
は
い
ず
れ
か

を
選
択
す
る
形
と
な
っ
て
い
る

が
、
見
直
し
で
は
、
両
方
を
必

須
項
目
と
す
る
こ
と
を
検
討
す

る
。こ

う
し
た
見
直
し
の
検
討

は
、
国
土
交
通
省
・
経
済
産
業

省
・
環
境
省
の
３
省
が
合
同
で

検
討
し
て
い
る
「
脱
炭
素
社

会
に
向
け
た
住
宅
・
建
築
物
の

省
エ
ネ
対
策
等
の
あ
り
方
検
討

会
」
で
示
さ
れ
た
「
と
り
ま
と

め
案
」を
踏
ま
え
た
も
の
。「
と

り
ま
と
め
案
」
で
は
、「
住
宅

性
能
表
示
制
度
に
お
け
る
断
熱

等
性
能
等
級
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
等
級
に
つ
い
て
、
そ
れ

ぞ
れ
Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準
の
水
準
の
性

能
に
相
当
す
る
上
位
等
級
（
断

熱
等
性
能
等
級
５
及
び
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
等
級
６
）
を
設
定

す
る
こ
と
」が
示
さ
れ
て
い
る
。

今
後
、
こ
う
し
た
上
位
等
級
の

設
定
に
向
け
た
検
討
は
、
長
期

優
良
住
宅
認
定
基
準
の
見
直
し

で
検
討
さ
れ
て
い
く
。

国
土
交
通
省
で
は
２
回
目
の

検
討
会
を
９
月
ご
ろ
に
開
催

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準
案
に
つ

い
て
検
討
す
る
。

住宅性能評価における省エネルギー対策に係る上位等級の創設案

※1 6地域（東京等）の場合
※2  外皮平均熱貫流率（住戸内外の温度差1度当たりの熱損失量（換気による熱損失量を除く。）を外皮の面積で除した数値）
※3  基準一次エネルギー消費量に対する設計一次エネルギー消費量の割合（その他一次エネルギー消費量を除く）

新
築
の
申
請
受
付
が

累
計
で
４
万
戸
弱
に

グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト

長期優良住宅
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